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議案番号 件      名 

提案課名 内      容 

 

議案第４３号 

 

三田市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

税 務 課 

 

【改正趣旨】 

森林環境税の導入に伴う個人住民税の規定改正、特定小型原動機付

自転車（一定の要件を満たす電動キックボード等）を原動機付自転車

と分類されたことによる規定改正、長寿命化に資する大規模修繕工事

を行ったマンションの固定資産税減額措置等の創設などが講じられ

たことから、三田市市税条例の一部を改正しようとするもの。  

 

【改正内容】 

（１）個人市民税関係 

① 森林環境税の導入に伴う規定の改正【条例第３４条の９、第３８条、

第４１条、第４４条、第４７条、第４７条の２、第４７条の６】（施行

日：令和６年１月１日） 

森林環境税は、令和６年度から個人住民税均等割と合わせて１人年額

１，０００円を市が賦課徴収し、国税として納付するものであり、それに

伴い規定の改正を行うもの。 

均等割の予定税額（令和６年度）
種別 名称 税額 根拠規定
国税 森林環境税 1,000円 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第5条

県税 県⺠緑税※1 800円 県⺠緑税条例第2条
県⺠税※2 1,000円 兵庫県税条例第20条
市⺠税※2 3,000円 三田市市税条例第31条

5,800円均等割税額
※1 県⺠緑税条例に基づく災害に強い森づくり等として平成18年度から県⺠税に年
800円を加算（令和7年度終了予定）
※2 臨時特例法に基づく東⽇本⼤震災の復興特例加算分として県⺠税と市⺠税に各
年500円を加算（平成26〜令和5年度終了予定）

国
森林環境税及び森林環境譲与税の概要

均等割

三田市

兵庫県兵庫県

三田市

国 森林環境譲与税

災害に強い森づくり等

 

 

② 給与所得者の扶養親族等申告書の記載事項の簡素化【条例第３６条の

３の２】（施行日：令和７年１月１日） 
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申告書に記載すべき事項が前年の申告内容と異動がない場合、記載すべ

き事項を省略できるように様式を簡素化するもの。 

 

③ 肉用牛売却所得課税に係る特例措置の適用期限延長【条例付則第８

条】（施行日：条例公布の日施行） 

肉用牛生産農家の経営体質を強化し安定的な供給を図ることを目的と

して、肉用牛の売却による事業所得に係る課税の特例措置について、適用

期限を令和９年度まで３年間延長するもの。 

現行 改正後 

昭和５７年度から令和６年度 昭和５７年度から令和９年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得

課税の特例期間の延長【条例付則１７条の２】（施行日：条例公布の日

施行） 

優良な住宅地の供給を促進し、国民の居住水準の向上等を図るため、以

前から制定されている特例措置である優良住宅地造成等を目的として、個

人が所有期間５年を超える土地を譲渡した場合における個人住民税率を

１％軽減する特例措置について、適用期間を令和８年度まで３年間延長す

るもの。 

現行 改正後 

昭和６３年度から令和５年度 昭和６３年度から令和８年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）軽自動車税関係 

  ① 特定小型原動機付自転車との区別【条例第８２条】（施行日：令和５

年７月１日） 

 令和５年７月１日から道路交通法上の原動機付自転車を特定小型原動

機付自転車（一定の要件を満たす電動キックボード等）と一般原動機付自

転車に分類されることに伴い、市税条例上の分類を変更するもの。（年税

《特例措置内容》 
（ｱ）対象者  

農業を営む個人及び農業生産法人 
（ｲ）適用対象となる肉用牛の範囲 
   農業災害補償法に規定する肉用牛及び乳牛の雌等のうち、売却価

格が１００万円（交雑種は８０万円、ホルスタイン種、ジャージー
種又は乳用種の場合は５０万円）未満で売却されたもの等。 

（ｳ）課税の特例措置 
   適用対象となる肉用牛の売却頭数が 1,500 頭以内であるときは、

その売却所得に対する所得税、市県民税は課税免除 

《参考》 
（ⅰ）適用される譲渡の範囲 

国または地方公共団体に対する譲渡 
都市再生機構、土地開発公社等の行う住宅建設又は宅地造成の用

に供する土地の譲渡 
   第１種市街地再開発事業の用に供するための土地の譲渡等 
（ⅱ）住民税の特例 
   譲渡額２千万円以下の部分の個人住民税率を１％軽減し、４％と

する。 
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額２，０００円に変更なし。） 

R5.6.30 までの分類 原動機付自転車 

R5.7.1 からの分類 特定小型原動機付自転車 一般原動機付自転車 

最高速度 ２０ｋｍ／ｈ以下 

特定小型原動機付自転車 

以外のもの 

定格出力 ０．６ｋＷ以下 

長さ １．９ｍ以下 

幅 ０．６ｍ以下 

 

② 環境性能割及び種別割の不足額がある場合の加算割合の変更【条例付

則第１５条の３、第１６条の２】（施行日：令和６年１月１日） 

 対象税の納税義務者が不正な手段で納付額を過少に申告納付した場合、

自動車メーカーを納税義務者とみなし、本来の納税義務者が納付すべき額

の不足額を徴収する際に加算する割合を変更するもの。 

 

（３）固定資産税関係 

① 長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る減額措

置の創設【条例付則第１０条の２、１０条の３】（施行日：条例公布の

日施行、適用日：令和５年４月１日） 

マンション適正化法に基づき管理計画を認定されたマンション管理組

合が、令和５年４月１日から令和７年３月３１日までの間にマンションの

長寿命化に資する大規模修繕工事を実施した場合、工事完了翌年度分の当

該建物に係る固定資産税の１／３相当税額(１戸あたり１００㎡が上限)

を減額するもの。 

 

（４）その他所要の規定の整備 

地方税法改正に伴い参照条項等を改正するもの。 

 

 
 


